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（様式５：全対象事業共通） 

 

令和６年度第１回エネルギー構造高度化・転換理解促進事業評価報告書 

 

補助事業名 再エネと自然・地域との共生事業 

補助事業者名 青森県 

補助事業の概要 本県が持つ豊富な資源を再生可能エネルギー源として、地域経済

活性化や地域経済循環を生み出すエネルギー構造の整備・高度化

を図り、「2050年温室効果ガス排出実質ゼロ」に向けた基盤を構

築することを目的に、新たなエネルギー産業振興戦略を策定する

ための基礎調査等を実施し、構成骨子案を作成するとともに、自

然・地域と再生可能エネルギーとが持続可能な形で共存共栄して

いくための条例を制定する。 

総事業費 ４３，８０２，２６１円 

補助金充当額 ４３，８０２，２６１円 

事業終了時点で達成すべき成

果目標【必須】 

（提案書から転記） 

① 現状分析に加え、２０５０年における社会状況等を分析した
うえで、エネルギー産業振興戦略骨子案を策定する。 

・ 新聞等掲載件数５件以上（地元紙３件、全国紙２件） 

・ 骨子案策定１か月後の、市町村における県エネルギー戦
略策定に関する認知度（32/40団体＝80%） 

② 自然・地域との共生が図られた再生可能エネルギー事業の認
定率 １００％ 

事業終了時点で達成すべき成

果目標の達成状況【必須】 

① 新戦略の主要な要素となる洋上風力に具体的な進展があった
ことから骨子案は非公表としつつ、大きな取組の方向や経済

効果にかかる報道があった。（地方紙３、全国紙２、専門紙

１）また、非公表としたため市町村における認知度は把握し

ないこととした。 

② 制定した「青森県自然・地域と再生可能エネルギーとの共生
に関する条例」の施行日が令和７年７月１日であり、施行後

に事業計画の認定申請が順次行われることとなるため、当該

報告書提出時点では数値化できない。 

事業終了後、将来的に達成す

べき成果目標【任意】 

（提案書から転記） 

① 令和７年度：エネルギー産業振興戦略素案を策定する。 

令和８年度：エネルギー産業振興戦略を策定し地域産業振興

や雇用創出に向けた施策の方向性を示すとともに、とりまと

め結果を県民へ周知することで本県における再生可能エネル

ギー導入に係る理解の促進を図る。 

※成果目標は戦略検討の過程で検討・設定予定。 

② 自然・地域との共生が図られた再生可能エネルギー事業の認
定率 １００％ 
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事業終了後、将来的に達成す

べき成果目標の達成状況 

【任意】 

再生可能エネルギーに係る本県の現在・将来の状況や考え方が

整理され、２つの取組がアクセルとハンドルの役割として、自然・

地域との共生を前提とした再生可能エネルギーの導入を促進し

ていく素地ができた。 

「持続可能性と経済発展との両立」「域内経済循環による産業

振興・雇用創出」を実現していくため、令和７年度においては、

令和８年度以降の施策に繋げていくためのプロジェクト作成の

ほか、説明会やシンポジウム等による県民や自治体、発電事業者

の更なる理解促進を図っていく。 

補助事業の実施に伴い締結さ

れた売買、貸借、請負その他

の契約 

契約の目的 再生可能エネルギーの活用による地域課題

の解決や、地域産業振興・雇用創出を図りな

がら、2050 年カーボンニュートラルを実現

していくため、新たな青森県再生可能エネ

ルギー産業振興戦略を策定するものであ

り、本業務は策定に当たって必要な支援を

行うものである。 

契約の方法 随意契約（プロポーザル） 

契約の相手方 （株）三菱総合研究所 

契約金額 ３６，３５０，０００円 

契約の目的 条例に基づく地域区分を定める告示を行う

際に必要であるため、地理情報システム上

で利用する区域データの作成を委託するも

のである。 

契約の方法 随意契約 

契約の相手方 （一社）青森県林業コンサルタント 

契約金額 ６１８，３１０円 

来年度以降の事業見通し 「持続可能性と経済発展との両立」「域内経済循環による産業振

興・雇用創出」を実現していくため、令和７年度においては、令

和８年度以降の施策に繋げていくためのプロジェクト作成のほ

か、説明会やシンポジウム等による県民や自治体、発電事業者の

更なる理解促進を図っていく。 

（備考） 

１ 事業完了した日から３ヶ月以内の提出をお願いします。 

 ２ 事業終了時点で達成すべき成果目標の欄、事業終了後、後年度で達成すべき成果目標には、それぞれ、補助金応募

申請書提出時に設定した、「①事業終了時点で達成すべき成果目標」、「②事業終了後、後年度で達成すべき成果目

標」の記載を転記すること。  

３ 事業終了時点で達成すべき成果目標の達成状況、事業終了後、後年度で達成すべき成果目標の達成状況の記載に

ついては、それぞれに対応する形で、成果目標の達成状況及び達成状況についての評価を記載すること。 

４ 契約の方法の欄には、一般競争入札、指名競争入札、随意契約の別を記載すること。間接補助を行った場合は、記

載不要。 

５ 来年度以降の事業見通しの欄は、本事業に来年度以降も補助金を充当しようとする場合のみ記載。 


